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第２９回 産業構造審議会 研究開発・イノベーション小委員会 

議事要旨 

 

■ 日時：令和５年４月４日（火）１０時００分～１２時００分 

■ 場所：経済産業省本館１７階国際会議室・オンライン開催（Teams） 

■ 出席者：梶原委員長、小川委員、小柴委員、塩瀬委員、玉城委員、沼田委員、牧委員、 

水落委員 

（オブザーバー） 

及川 NEDO 副理事長､長谷川 NITE 理事長､片岡 AIST 理事 

 

■議題： 

１ イノベーションを生み出す企業経営と市場創出について 

２ 研究開発事業の在り方について 

３ その他 

 

■議事概要 

議題１について福本総務課長より、議題２について大隅研究開発課長より、それぞれ資料

に沿って説明が行われ、議論が行われた。 

 

＜議題１について＞ 

○ イノベーションの指標について、企業の年齢を入れるべきではないか。一般に古い企業

はイノベーションを起こせないと言われる。指標として創業から何年経っているかの平

均を見るべき。新陳代謝は必要で、重要なことは、イノベーティブと言われる企業の中

に若い企業が一部入っているかどうか。起業者の世代の評価も必要。他方、若ければよ

いわけではない。シリコンバレーの平均起業年齢は３８歳。両方の世代がいるというポ

ートフォリオがよいのではないか。各国の平均年齢とイノベーションには相関があり、

上がれば上がるほどイノベーションが起こりにくいと言われる。シニアがイノベーショ

ンを起こしにくいわけでなく、重要なことはシニアが多いと若い人が学ぶ機会が減ると

いうこと。若い人が仕事を得られているのかどうか、指標で見られるとよいのではない

か。 

○ Ｍ＆Ａ件数が増えているのはよいが、金額が横ばいになっているというのは、１件１件

の規模が小さいという懸念。スタートアップにとってアンハッピーなＥＸＩＴが増えて

いるのではないか。 

○ 日本の企業は年齢を重ねている。企業が長く生きているということは、それはその都度

イノベーションを起こしているからだということもあると理解している。 

○ ３Ｍの新製品比率は有名。市場納入後４５％という高い目標を掲げている。最新の数字

を見てみたいと思った。産業のポートフォリオが変わっておらず、この比率は下がって

いるのではないかと懸念。 
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○ 新製品売上比率というシンプルな指標だが、もっと着目するべき。他方で、経済複雑性

指標（ＭＩＴラボ）では、日本はずっと一位。色々な産業をやっていることがグラフィ

カルに示されている指標であり、これを見ると日本は突出して色々なことをやっている。

どこかの分野がダメになっても他の分野が補って、横ばいになっているということと思

料。経済複雑性指標と新製品売上比率の２つに着目して分析すると本質が見えてくるの

ではないか。 

○ 起業年齢は是非聞きたいと思うが、雇用慣行とリタイア年齢も必要ではないか。ジョブ

型雇用と終身雇用を考えると、（ジョブ型に取り組もうとすると）出だしのところで企

業のＯＪＴも変わらないといけない。イノベーションの担い手は誰かと言うときに、大

学卒業してすぐに起業する人が少ないのは事実。優秀な人材を企業・公務員（役所）が

抱えており、そこからチャレンジする人を出していかないといけない。二足目のわらじ

を支援する中で、スタートアップを増やす支援もあるのではないか。増やすと言っても、

人がチャレンジしないといけないので、その人がどこにいるのかを考えた時、現状の大

学から企業の進路を考えた時、大企業の中にヒントがあるはず。スピンアウト、カーブ

アウト。イノベーティブな企業はそこから外に出すことがうまいのではないか。 

○ 特許の丸抱え状態にも問題意識がある。特許を活かす場がなくなる。例えば、３Ｄプリ

ンタの試作を作るときに、特許の数と商売が結びついておらず、大企業が求める市場規

模と合っていなければ、そのサイズに合わせて変えていかないといけない。適正サイズ

の市場が（技術と）結びつくことが大事。 

○ 多様性とルール戦略について。変化の激しい時代にイノベーションを起こすためには、

多様性が重要。組織の能力、バックグラウンド、職歴などのダイバーシティが重要と考

えており、人材の流動性を高める議論は当然行われている。オープンイノベーションな

ど企業のイノベーションに貢献している。以前プレゼンテーションで紹介したスタート

アップフレンドリースコアリングは、そろそろ集計が出る時期。人材、技術、提供、カ

ーブアウト、スピンオフ、Ｍ＆Ａして育てるなど、企業のイノベーションにも資するも

の。 

○ ルール形成について。日本企業は良い技術を持っていて、どうして勝てないのか。それ

は、ビジネスモデルを作れない、作ることができても市場を獲るところで負けてしまう

から。経団連としての提言の中にもルール形成が重要と強調している。経営トップレベ

ルでも、重要性は認識しているが、どう進めるべきか分からないとの声がある。政府と

も連携しながらルール形成を進められるか考えていきたい。スタートアップとピッチイ

ベントを行った際、ＣＯ２排出削減を計測するという内容で、技術的にはしっかりとし

ているものを見た。ただ、測定の方法がルールとして国際的に認められないと、グロー

バルな市場獲得につながらない。スタートアップだけでルール形成をすることはできな

いので、ユーザーとしての大企業側、業界団体が国を超えてルール形成していく必要が

ある。 

○ 多様性、新陳代謝がキーワードではないか。大学の教員として感じるのは、企業と大学

の人材の流動性が低いこと。大学院の修士課程入学年齢はＯＥＣＤが２７．３歳だが、
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日本は２１．９歳。これが意味することは、日本は学部から大学院に進むが、海外だと

入社してから、レイオフ、個人の考え方によって最新の知識をアップデートしていくと

いう考えがある。知識のアップデートが少なければ、イノベーションも少なくなるので

はないか。 

○ 観光型リカレント教育として、観光地に行って大学側に流入させて、スピンアウト等を

狙っている。大学への再入学は難しいところがあるので、大企業同士でもよいと思うが、

人材の流動性を高めること、大学と企業間の連携を強くして、企業にいる人の知識のア

ップデートを促すことが大切。 

○ 標準化戦略、分野の最先端が必要。大学、大学院の活用。大学教員もルール形成を学ぶ

必要があるが、企業でいかにルール形成が重要になるかを研究者もよく分かっておらず、

エビデンスがない。企業間、企業と大学間の人材流動性を高める戦略が必要となるので

はないか。 

○ 関わっていたスタートアップがルール形成に大きく関与していたので事例を紹介する。

アストロスケールは２０１５年に軌道上サービスを始めようとしたとき、このサービス

に関係する許可は日本になかった。イギリス政府がミッションライセンスを最初に行う

ことを決め、イギリスからライセンスを取得後、２０２１年に衛星を打ち上げた。その

ような動きをしていたので、ミッションに許可を与える枠組みを考えないといけないと

いう議論になり、スタートアップが関与する形でルールメイキングが行われている。経

営者ももちろんやっているが、ロビイングとかルールメイキングに専属的に取り組むメ

ンバーを採用している。こういったスタートアップの勢いを上手く活用する形もあるの

ではないか。 

○ もう一つはプログラム医療機器の事例。ＡＩを活用したものは２０１６年時点ではなく、

薬事承認プロセスも決まってない状況。これに正面から取り組んだ会社が承認プロセス

やプログラム医療機器の在り方、ガイドラインの形成等に主体的に関与。既存の事業を

守れるフィールドがある大企業からこの様な動きは出てこないのではないかと思うの

で、これもスタートアップの勢いを活用する方法があるのではないか。 

○ どういう企業に注目すべきか。今回の資料を見て、イメージが合わなかった。指標がど

うしても大企業有利に偏っている。フォーブスのリストに違和感がある。例えば、先ほ

ど言及のあったアストロスケールが入ってない。指標から見ていくと、大手が注目され

るようになっており、見誤っているのではないか。ＫＰＩ設定で取り上げている会社も、

立派な会社である一方で、ＰＢＲが１を切る会社が入っていて、これが本当に正しいＫ

ＰＩなのか。 

○ 政策支援として、何ができるか。上手なテストベッドを日本の中に作って欲しい。ＣＮ

でもＣＥでも、量子でも、それを実現するためのテストベッド。良いテストベッドがあ

ると、色々な会社が集まってくる。その理由は、面積当たりのＧＤＰ、先進国の中では

日本一位でアメリカ、中国よりも１桁高い。これは社会実装コストが安いということ。 

○ ５Ｇへの必要な投資額は、アメリカでは３０兆円、中国２０兆円、日本は３兆円。国土

が狭いのが一つの理由だが、経済密度が高いというのは有利な状況。いつも政府に対し
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て期待する３つのことは、①規制改革、②インフラの提供、③国際交渉。２１世紀の非

連続に変わる世界に、この機会を逃さず、新しいインフラ、テストベッドを各地に作っ

ていくのは重要な政策ではないか。ルール形成にも役立つ。 

○ イノベーションの指標について。米国の大学のイノベーション教育は、ハードスキルで

はなくマインドセットなどソフトスキルを教育している。外形的に見えるものに関する

指標はあるが、どのようなマインドセットを持ってるかの国際比較と時系列比較も考え

られるのではないか。 

○ どうやってその企業が変わったかを測るには、ジェンダーの視点も大切。例えばキャリ

アにつながらない仕事をどれだけ上司から押しつけられたか。これを男女や特定のセグ

メントで比較するなどがある。 

○ 起業をチャンスと考える人が、減ってるのか、増えているのか。２０００年代に一度調

査したときには日本でも他国でも増えていた。それに関して、「この１０年ぐらいで東

大の学生は変わった」と言われるが、個人情報保護の観点で具体的に調査できていない

（ＭＩＴやスタンフォードでは行われている一方で）。個別の大学というより、政策の

枠組みできちんと調査をするべき。日本が遅れているのは、マインドセットが一番大事

だと思っていないことではないか。 

○ 深圳のアクセラレータに聞くと、「日本のイノベーション施策は海外から注目されてる

のに、何故海外から学ぼうとしてるの？」とよく聞かれる。他の国で日本のどのような

イノベーション政策が取り上げられているかを見て、比較をすることが大事だと思う。 

○ Ｍ＆Ａの件数・金額について。のれん計上して買収しているのがどれぐらいあるのか、

見てみたい。そんなにないのではないかと思う。 

○ テストベットを作ることは大切だが、経産省としてハンズオンでどこまで関与できるか。

そこにコミットすることが大切で、小さいけど良い技術を守ることにもつながる。スタ

ートアップから「契約のガイドラインは非常に助かっている」との声を聞いた。経産省

はまだまだ大企業の味方と思われているところがあるが、大企業とスタートアップが協

働するときに、如何に次への投資につながるようにバランスの良いルールを作るかが大

切。 

○ 国として着目すべきは生産性だと思う。先進七カ国の国民一人当たりＧＤＰがどう増え

てきたか。リーマンショックなどあったが、アメリカ、ドイツは近年よく伸びている。

労働生産性から、新しい生産性へ。アメリカは資本の生産性をうまく使っているのでは

ないかと思う。ＧＡＦＡが年率成長率約４０％と高い値を見せているが、これはビット

の生産性向上を上手くビジネスモデルに取り入れていることが要因ではないか。 

○ 生産性、労働生産性からビット生産性、Ｑｕｂｉｔ生産性に変わっていく、それがトー

タルでのビジネスイノベーションではないか。労働生産性からいかに高い生産性を実現

できているか、そこが注目する企業ではないか。 

○ アウトプットの指標について、企業の財務諸表を全体で見ると、イノベーションではな

いが、安定的に収益を出し続ける事業もあるので、それぞれの事業に因数分解して見て

いく必要がある。 
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○ ユニットエコノミクス（Ｌｉｆｅ Ｔｉｍｅ Ｖａｌｕｅ：顧客生涯価値／Ｃｕｓｔｏ

ｍｅｒ Ａｃｑｕｉｓｉｔｉｏｎ Ｃｏｓｔ：顧客獲得単位）が３以上という指標があ

る。主にＳａａＳ系のビジネスに当てはまるが、１つのポイントとしては単年度キャッ

シュフローで見ないことの重要性。Ｌｉｆｅ Ｔｉｍｅ Ｖａｌｕｅは重要で、日本企

業は断片的な顧客の課題を解くことは得意だが、それで売り切りになってしまう。顧客

が生涯に払う対価に着目するようにシフトしていくことが一つのイノベーションの方

向だと思う。 

 

＜議題２について＞ 

○ 前回、規制緩和だけでなく規制を作るという議論があった。欧州委員会のＥＵディレク

ティブは結構機能している。一見実現が不可能に思われるハードルを打ち出して、それ

に向かってイノベーションを起こさせるという手法。ルールメイキングにもつながって

いく話で、ハードルとしてのルールをメイクし、それを実現する技術をいち早く開発し

てもらい、海外へのチャンスを掴んでもらう。その次に来るのが認証で、世界中を日本

が認証してあげるという形。 

○ 経産省も国際標準と認証は両輪だとしているが、外では認証がややトーンが薄くなって

いる。ルールメイクの次に来る認証を強力に打ち出すには、敢えてハードルの高い規制

を作るという観点での研究開発事業というのを大きく打ち出すのも一つ。 

○ アウトプットとしてあげられる論文は全体数として一括りにせず、日本でどの分野が強

いのか、弱いのか、レーダーチャート等にまとめるのがよい。分野によっては日本の論

文が上位を占めている。逆に弱い分野はどこか明確にする必要がある。基礎研究への投

資が現状少なくなっている部分のアウトカムを見直す必要がある。ＴＲＬが低い分野で

は、応用研究分野での引用件数などアウトカムとして検討してもよいのではないか。 

○ 産業化するとなると、収益やユーザー数が数字として躍るが、プラットフォームやオー

プンソースといった下支えになる技術が基礎研究にも応用研究にもある。例えば、複雑

系工学の機械学習や深層学習は２０００年代より前から研究されていたが、ＡＩと呼ば

れるようになり産業革命の契機となったのは２００８年のライブラリの公開が相次い

だことであった。そういった意味では、オープンソースとしての公開、プラットフォー

ムの公開もアウトカムと見なすべき。 

○ 技術開発における政治と官のあり方は変わったと思う。企業が取り組むことを支援する

従来のものから、経済安保意識の高まりの下で、官が一歩先に出て企業が付いて行くよ

うになった。官のスタンスの差は大きなポジションの変化であり、政府も上手く広報し

た方がよいのではないか。ＭＥＴＩの取組、素晴らしい。メディア等にもっとアピール

すべき。半導体投資でも首をかしげる人はいたが、世間は好意的に付いてきてくれてい

る。それを支えているのがＭＥＴＩの支援。 

○ アウトカムの考え方や施策は充実している。今、必要なのは政治のリーダーシップ。政

治的なリーダーシップ、（米国の）オペレーションワークスピードのような取組が重要。

例えば、ＡＩの民主化に反する今の流れを止めるため、トップダウンでトップレベルの
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ＡＩ言語モデルを作り上げ、２０２４年度から２年間、限界費用でスタートアップに開

放するような、ムーンショット的な卓抜した象徴となる成果があるとよい。 

○ 手厚い施策が各省に沢山あって企業にとってありがたい。ただし、縦割りがやはり問題。

開発の段階が進んでも支援が社会実装まで行きつかない。他省庁と連携してスキームと

スキームがつながるようにしていただきたい。 

○ 研究開発の進歩とともに、標準化、ルール形成を進める、規制を作るという話もあった

が、合わせて進めていく。政府が最初のステップでファーストカスタマーになるという

のは有効。ＧＩ基金では標準化が要件となっていて、他省庁にも広がることを期待して

いる。その意味でよい一歩だと思う。 

○ 論文の引用数は必要条件で十分条件ではない。応用研究に引用される基礎研究の論文が

重要というのは、そのとおり。基礎研究論文の共著者に企業の方がいる論文は、応用研

究や事業化につながる可能性が高い。指標をブレイクダウンしてみるとよい。学際領域

に関わる人の方がイノベーションを起こす可能性が高い。 

○ ランキングに関する違和感について、世界大学ランキングの類は全く当てにならないと

思っている。一方で、スターサイエンティストは、ハーバードやＭＩＴである必要はな

いけれど、アメリカのトップ１００の大学に入っているかどうかが決定的に重要である

とは感じる。ある指標の１位～１０位であることにあまり意味は持たないが、トップ１

００に入っているならば何らか見るべきものがある確率が高い。その位のフィルターを

かけて同列に扱うためのものとすると、意味のあるものになると思う。 

○ 間違いなくイノベーションは制約から生まれる。そういったアカデミックな研究も行わ

れている。民間ではＸＰＲＩＺＥがこの２０年やってきたトーナメント型の様なもの。

ＭＩＴでは２０年ほど前から課題の設定の仕方をビジネススクールの授業として行っ

ている。イノベーションを人工的に作り出す上で、制約を設けるのはとても有効。 

○ 極端な制約を設けて解決策を考えさせるのは、レギュレーションやルールメイキングに

もつながる観点。そこに時間軸の概念も入ると、一つの新しい事業となりうる。ぜひ検

討して欲しい。 

○ 論文数について、文科省の調査では、各国トップ１０大学の論文数では日本は差を開け

られてはいないが、１１位～３０位になると大きな差があることが示されていた。 

○ ＡＩが例のように、政府はその技術を認識は出来ているのに、ブームの時に上手くフォ

ローが出来ていないことがある。定点観測しつつ、盛り上がっているところに軌道修正

出来るインテリジェンスが大事。 

○ 「測れるもの」という考え方はパーセプションが狭く、もっとイノベーティブに方法を

考えることが重要だと、今日の議論全体を通して感じた。また、測ったものが合ってい

ると信じすぎているとも感じた。もう少し指標の作り方をアジャイルに、β版として修

正が前提であるという発想が大切ではないか。 

○ ソフトスキルは定性でしか測れないものと思うかもしれないが、実は、数値で測れるも

の。アンコンシャス・バイアス等もデータが取れる様になっている。そのようなものを

イノベーティブに取り入れるとよいと思う。 
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以上 

 

お問い合わせ先 

産業技術環境局総務課 

電話：０３－３５０１－１７７３ 


